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大気環境保健 に対す る行政の 取組

環境省環境保健部長　岩尾 總
一

郎

1 ．公害健康被害の 補償及び予防

（1）趣旨 と経緯

　   昭和 30〜40年代の 激甚な公 害 に よ る健康被 害

　　急速 な経 済成長 と都市化 → 水俣病、イタイイ タイ病、四 日市ぜん息等 の 公害の 発生

　   昭和48年の 公害健康被 害補償 法 （公健法） の 制定

　　 民事 責任 を踏 まえ 、公害健康被害者の 迅速か つ 円滑な救済 を図 る ための 制度 （汚染

　　原因者の 負担に基 づ く公害健康被害者へ の 補償 給付等）を確立

　   大 気汚染状 況 の 変化 と昭和 62年 の 公健法改正

　　・第
一種地域 （大気系） の 地 域指定を解除

　　・健康被害予防の ための 総 合的な環境保健施策の 推進

（2 ）総合的な環境保健施策 の 推進

　   環 境保健サ
ー ベ イ ラ ンス シ ス テム

　 ・長期的か つ 予見 的観 点 を も っ て、地域 人 ロ 集 団の 健康状態 と大気 汚染 との 関係を定

　　 期 的 ・継続的に観察

　　・平成 8 年度か ら30余 の 地域 におい て 、 3 歳児 を対象に実施

　   道路沿道等局地 的汚 染の 健康影響に 関する 調査研究

　　汚染 レベ ルの 高 い 道路沿道等 にお ける 健康影 響評価 の 指標 とな る 大気汚 染物質の 個

　　 人暴 露量等 の 測定手法の 確立等を図る

　   健康被害予防事業

　　・大気汚染 の 影響に よ る健康被害 の 予防 に関する調査研 究 ・知識の 普及、低公害車の

　　 普及等の 環境改善事業

　　・健康相談 ・健康診査 ・機能訓練等 の 環境保健事業の 推進

2 ．大気汚染 の 現状 と対策

（1） NOx （窒素酸化物）、
　 SPM （浮遊粒子状物質）

　   特に大 都市地域を中心 と して 大気汚染 は依 然 と して 厳 しい 状況

　   対 策

　　　・固定発生源対策

　　　・自動車環境対策

　　　 a）自動車 NOx 法の 改正 （平成 13年 6 月）

　　　　 自動車 か ら排出さ れる NOx 、
　 PM （粒子状物質）に よ る大気汚染 を改善す る

　　　　 た め 、 従来か らの NOx に加 え PM を対象物質 と して 追加 、 事業者 に対す る措

　　　　 置 の 強化、対策地域 の 拡大、車種 規制 の 強化等
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b）低公害車の 普及促進
・総理指示に よ る政府の 一般公用車の 低公害車へ の 切替 え
・環境省 ・経済産業省 ・国土 交通 省の 3 省合 同による 「低公 害車 開発普及ア ク シ

　 ョ ン プラン 」 の 策 定（平成 13年 7 月）

c）デイ
ーゼル車対策

・排出ガス及 び燃料品質 の 規制の 強化
・ディ

ーゼル粒子後処理装置 （DPF ） の 装着に対す る補助

d）DEP （ディ
ーゼル排気粒子） の リス ク評価

（2 ）有害大気汚 染物 質

　   多様な大気汚染物質の 低濃度、長期暴露に よ る健康影 響が懸念

　　 → モ ニ タ リン グの 実施

　　 平成 11年度、改正 大気汚染防止法に基づ く指定物質の うち 、
ベ ン ゼ ンは 23 ％ の 調

　　 査地点で環境基 準を超過

　   対策

　 ・大気汚染防止法に基づ く排出抑制、事業者の全 国 ・業界団体単位の 自主管理の 促進

　 ・ ベ ン ゼ ンの 高濃度地域 に つ いて は 、地域単位の 事業者 に よ る 自主管理 を平成 13年

　　 度か ら開始

（3 ） ダイ オキ シ ン類

　   極めて 強 い毒性及び難分解性 を持つ ため 、 環境 を経 由 して 人の健康 に大きな影響を

　　 与えるおそれ

　   ダイオキ シ ン類対策特別措置法（平成 ll年 7 月）に基づき 、　 TDI 、 環境基準の 設定、

　　 排ガス の 規制等 の 対策 を実施

　　 → ダイ オキ シ ン対 策推進基本指針 （平成 11年 3 月）にお い て 設定された 「平成14年度

　　 に全 国の ダイオキ シ ン類の 排出総量 を平成 9年 に比 べ 約 9 割削減」 との 目標の 達成

　　 を図 る

3 ．新 たな化学物質対策

（1） PRTR （環境汚染物 質排出移動登録）制度

　   概要

　 ・PRTR とは 、 入 の健康や 生態 系に有害なおそ れの ある化学物質の 環境 へ の 排出量

　　 及び移動量を登録 して 公表する仕組み

　 ・化学物 質 による 環境 汚染 の 未然 防止 に関す る国 民の 関心 の 高ま りや 1996年の OE

　　 CD 勧告等の 国際的な動向を受けて 、 1999 （平成11）年に法制化

　 ・従来の 規制的手法で はな く、事業者に よ る化学物質の 自主的な管理 の 改善 を促 進 し 、

　　 環境の 保全 上の 支障 を未然 に防止す る全 く新 しい 仕組 み

　   今後 の 予定

　　 平成 13年 4 月に 、 事業者によ る排出量等の 把握が 開始 。 平 成 14年 4 月 か ら事業者

　　 か らの 届 出開始。第 1回 の 届出デー タの 集計 一公表は 平成14年度後 半 にな る予定 。

　　 これ ら と並行 して 、 リス ク コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン （化学物質 の 環 境 リス ク に関す る、

一 63一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Society for Atmospheric Environment

NII-Electronic Library Service

Japan 　Soolety 　for 　Atmospherlo 　Envlronment

行政、事業者、国民 、 NGO 等 の 各主体 間の 情報 の 共有 と相互 理 解） を推進

（2 ） 内分泌か く乱化学物質 （い わ ゆる 「環境ホル モ ン」）

　　 生体内に取 り込 まれ る こ とに よ りホル モ ン 類似作用又 は阻害作用を及ぼす とされ る

　　 化学物質 によ る、人や動植物 へ の 影響 が 懸念

　　 → 「環境ホル モ ン戦略計画 SPEED ’98」 も踏まえつ つ 、平成 12年度か らミ レニ アム

　　 プ ロ ジ ェ ク トによ り 3年 間で 40物質以上 の リス ク 評価 を推進 中

（3 ）化学物 質過 敏症

　　 微 量 な化学 物質 に よ っ て ア レル ギー様の 反応が 生 じ、様々 な健康影響がもた らされ

　　 る病態の 存在の 指摘

　　 → 平成 9 年度か ら本病態 の 解明を図るた めの 調査 に着 手
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